研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　南病棟　　　　　　　職　種　介護員　　　　氏　名　出貝　梢

	期　　間　　平成２１年１２月１９日　～　平成２１年１２月１９日

	出張目的　牧秀一氏　講演会出席の為

	出 張 先　八戸市総合福祉会館

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


１：全体考察

今回の講演は実に有意義なもので、地震の多い八戸市に住む私にとって興味深い内容だったと言える。阪神・淡路大震災が多くの人の記憶から薄れて行っている今、15年という歳月を経てもなお、震災を背負って生きている人がいること。また、地震大国日本では他人事では済まされないことなど、再認識すると同時に、改めて考えさせられた。しかし、今回青明舎が調査した内容からも浮き彫りになっている通り、行政の支援は満足いくものとなっていない。「人は人によってしか助けられない。」牧秀一氏の言ったこの言葉は記憶に強く残った。災害時では人と人との繋がりが大きな影響を与えるという事は、「人は一人では生きていけない」ということではないだろうか。牧秀一氏や青明舎の活動は今後、行政の支援が行き届かない所まで包括的に支えていけるものとなるに違いない。今回の講演会から、牧秀一氏らや青明者の活動は社会的弱者と呼ばれる人たちを、地域と繋がる事で支えていく取り組みだということを教えられた。それと同時に、「ご近所付き合いが希薄になって来ている」と言われている現代、自分に何が出来るかを考えさせられる内容であった。

２：災害時の地域で生活する障害者の支援～地域生活支援センターの役割～

財団法人　こころすこやか財団　地域生活支援センター　青明舎

八戸市障害者の概要

障害者の在住数11,108人

精神障害者…1,419人

身体障害者…8,245人

知的障害者…1,444人

地域生活支援センター青明舎

八戸市・周辺市町村から相談支援事業・地域活動支援センター事業の指定、委託をうけて事業を展開

【事業内容】

・相談支援

・困難ケース対応

・居住サポート

・地域活動支援センター

・地域移行支援

八戸市の災害対策

・災害時要援護者支援制度

⇒要援護者となる人に登録して頂き、日頃の見守りと、災害発生時の支援体制を整える制度

・ほっとスルメール

⇒緊急情報を始め、気象、火災、防犯、交通安全、消費生活などに関する情報を、ご登録いただいた方の形態電話やパソコンに電子メールでお知らせするサービス。

・登録できる人

⇒八戸市民、八戸市にご家族がいる人、八戸市内に通勤・通学している人などで、八戸市の安全・安心情報の配信を希望する人。

八戸市大規模断水時の行政機関の対応

【対応】　　　　　　　　　　　　　　　　　　【問題点】　　　

・給水者の配備　　　　　　　　　　　　　　　・情報の錯綜

・自衛隊への救護要請　　　　　　　　　　　　・住民への情報伝達の遅れ

・災害弱者（高齢者・障害者）　　　　　　　　・復旧の遅れ

の状況確認と水の配達　　　　　　　　　　　・災害弱者への対応の遅れ

・情報提供

　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

災害対策施策が機能せず対応が後手に回った

八戸市大規模断水の青明舎での対応

· 断水情報の伝達

· 飲料水・生活用水の確保の促し

· 不安感の軽減、安否確認と状況確認を実施

八戸市大規模断水の調査実施

調査方法：記入方式によるアンケート調査

調査対象者

身体障害者関連施設8施設

知的障害者関連施設6施設

精神障害者関連施設10施設

発達障害者関連施設1施設

情報の入手に関して

断水時、断水後、知らなかったなど断水になってから情報を得た方　

⇒74名/182名（40.7％）、障害者の方には十分に情報が伝わっていなかった

情報の入手はテレビ、人づての情報で80％を占めている。

（マスメディア35％、その他は他者から情報を受ける形）

⇒見聞きしての情報が災害時に大きな比重を占める。

　支援者側が確実な情報にする必要がある。

断水時に困った事

⇒トイレ、入浴、食事、水の確保

　水は生活に直結するもので重要なもの。断水によって通常の生活は困難になる。

行政機関に望む支援

· 正確な情報

· 水の確保

· 安否確認や不安の軽減

災害時に必要な支援

· 正確な情報

· 障害特性を理解した支援　　　⇒　　　水の配達以外は地域活動支援センターで担う事が出来る

· 対処方法を教えて欲しい

· 地域での助け合い

調査を通して

· 行政の対応が不十分

· 情報が回ってこない

· 復旧の見通しが立たない　　　⇒　　　地域活動支援センターとして災害時にも地域生活支援の

· 援助が欲しいけどどうしたら　　　　　拠点として機能しなければならない。

いいか分からない。

地域ネットワークの構築

· 地域住民との交流活動

· 障害に対する理解

· 偏見除去

· 近隣同士の結びつき

地域の総合相談機関

· 災害時に情報がない事　　　　　　　　　　・相談窓口の分散

· 復旧の目途が立たないこと　　　　　　　　⇒適確な情報提供と相談受けができない

⇒状況悪化に繋がる恐れがある。

まとめ

障害者支援に携わっている専門職でネットワーク構築し、災害時、障害者支援の窓口の一本化を図る必要がある。災害時は単一事業所のみの支援では限界がある。重要なのは日頃からのネットワーク作りを行い、安心して住める地域作りを行って置く事。

3：考察

地域生活支援センター青明舎の地域での役割や、活動内容を知る事ができた。問題が起こった際の相談窓口や、日々の交流の場所、イベントなど活動の場など、行政が補えきれない問題を包括的に支えてくれる場所となることだろう。今後ますますの活躍の期待がされる中、地域にとって、青明舎はかけがえのない地域資源となっていくことだろう。

4：「震災時の障害者・高齢者支援について」～阪神・淡路大震災の復興から見えたもの～

阪神・淡路大震災「よろず相談室」主宰者　牧　秀一氏

牧秀一氏主宰「よろず相談所」15年の活動

Ⅰ 訪問活動

訪問を重ねる事で信頼関係を構築すること⇒話相手となることで、「1人ではない」と伝えること。

Ⅱ 震災障害者の集い

一昨年3月から毎月1回⇒体験談を話し合う中で、辛いめにあっているのは自分だけではないと知ること。

Ⅲ 識字教室「大空」

阪神・淡路大震災で被災者が直面した問題

○被災者の就職差別○

Ａさん（大卒）内定取り消し

⇒大学側がいくら説明しても、「家族全員被災しており、父母共に無職の状態」を企業レベルで考えて、Ａさんが何か不祥事を起こしたとき責任をとる人がいない。ということで内定取り消し。

Ｂさん（大卒）不採用

⇒就職に関する事は一切聞かれずに、ひたすら30分間「家の再建の目処がたっているのか」聞かれて不採用。

Ｃさん（主婦）不採用

⇒「避難所に通っている人は電話も共同で、手紙も届かない。連絡がつきにくいから」といった理由で不採用。その為、倒壊を免れた知人の住所を借りて申し込んだら採用となっている。

○家庭崩壊・一家離散○

行政の「自助努力による生活再建」に応えた人たち

⇒新しく家を建て直し、二重のローンで父親は寝る間も惜しんで仕事、母親も専業主婦だったのが仕事をするようになった。すると、家族の時間がなくなり、子供たちが「寂しいサイン」を出し始めた。

　長男は学校で窓ガラスを割るなど傷害事件を起こし、長女は玄関前で死んだふりをするようになった。

両親も仕事で疲れきっており、互いに躾がなっていないからだと責め合い、一家は崩壊した。

○仮設住宅○

孤独死235万人（2000年に仮設住宅が解消されるまでの5年間）

例）38歳男性孤独死　10ヶ月間発見されず　

仮設住宅に入る優先順位が、高齢者や障害者が優先され、地域に関係なく出来た順に次々と入所となり、若い人たちが最後になった。そのため、仮設住宅は高齢者の集合住宅となった。

○復興住宅○

とある建物では、10年間で99人中、22人無くなって入れ替わっている。

ここに来るまでに孤独になっている人が多い。避難所→仮設住宅→復興住宅と地域関係なく、とにかく抽選で、高齢者優先といったやり方で移ってきている為、隣近所知らない人ばかりで、一からご近所づきあいをする気力も無く、結果孤独状態になっていく。

孤独死658名（9年間）の内、13％が自殺と出ている。

復興住宅は「鉄の扉」「独房」「都会の墓場」「陸の孤島」→人間の匂いがしないといわれている。

住人は手紙が来ていないと分っているのに、空の郵便受けをのぞいては更に孤独感を増していった。

復興住宅で1ヶ月誰とも会わない人－15％に上るという。

しかし、こんな事例もある。

ある高校で、復興住宅の住人に手紙を書くことになった。手紙を受け取った住人は直ぐに開封せず、手紙をその場で抱きしめて、部屋に持っていったそうだ。高校生との文通が始まり、それまで無為自閉だった住人の身なりが整いだすといった変化が見られ始めたという。孤独の中で投げやりになっていた中に、手紙がくることで、一人ではないという実感がこんなにも大きな影響を与えるのだ。

よろず相談所

130世帯（復興住宅）→58世帯（現在）

⇒２人が孤独死、他は、病院・施設・家族に引き取られている。

　しかし、移動する際にボランティアへ連絡があるのは稀で、ほとんどは気が付いたら居なくなっているということがほとんどだそうだ。ここにボランティアの限界と寂しさが出てきている。

○震災障害者○

震災により障害を負った人々で、11年間、社会が置き忘れてきて人たち。

震災障害者の調査

　自殺を考えた　　　４割

　生きがいを失った　７割

　公的支援に不満　　８割

震災による身体障害1級（両手切断・両足切断）のみ250万

　　　　　　　　　２級（片手切断・片足切断）支援なし

重傷者（１ヶ月入院した人）の数を国は把握しているが、しかし、障害を負った人の数は今まで全く分っていなかった。

震災障害者と主張している人は2400名おり、その内医者などから「間違いなく震災障害者」と診断され認められたのは183名となっている。

○今、震災障害者に何が必要か○

必要なこと（希望が持てる施策）

Ⅰ 統合的な相談窓口

Ⅱ「集いの場」

Ⅲ 施策の改善

学んだ事

人は人によってしか救う事が出来ない。

　　　　　↓

「人から人へ」「人と人」の繋がりが、生きようとする力を与える。

　　　　　↓

訪問（信頼関係）・手紙・電話

忘れてはいけない事

1 孤独死・自殺は今も後を絶たない（昨年46名）

2 15年が経過した今でも、震災を背負って必死で生きている人がいる

ということを忘れてはいけない。

5：考察

　体験者の声を通して、阪神・淡路大震災の傷跡をリアルに提示された。この講演会を通して、国の政策の未熟さ、被災者の孤独、私たちでも出来る事が見えてきた。まず、国は今後、震災があった場合、今回の事例を考慮し、地域コミュニティー単位で復興を行う手段をとるべきである。何でもかんでも高齢者・障害者を優先したが故に起きた孤独問題。それまでの地域での繋がりを断ち切らないように復興支援を行うことで、地域住民同士も互いに助け合い、励まし合い易いことだろう。そして、被災者の孤独、これはただ建物の中に放置しただけという結果だろう。震災のショック大きく、引きもりがちになっている住民は自分たちから動く事は考え難い。その為、復興住宅単位でもいい、何かお祭りやイベントを開催し、住民が参加する事で互いに顔を覚え交流を図る場を提供していくことも出来るのではないだろうか。最後に、私たちが今から出来る事、それは、ご近所とすれ違ったら挨拶から始められると思う。挨拶から次第に交流が生まれていき、繋がりへと広がっていくかもしれない。また、積極的に地域の催し物などに参加したりするのもいい。田面木地区での地域清掃活動「ゴミ0運動」などが良い例だろう。そうすることで、誰が何処に住んでいるか把握し、自分も把握してもらう事で、震災などあった際は心強い見方になっていくに違いない。
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